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国家戦略特別区域法及び構造改革特別区域法の一部を改正する法律案の概要

・ 日本発の革新的医薬品の
承認・市販までのプロセスを
格段に迅速化。

・ 適切な管理の下、技能等を
有する農業分野の専門外国
人材の就労を可能とする。

【入管法の特例】

子育てに係る環境の整備など、社会保障・働き方の充実

・ 小規模認可保育所の対象年齢を、現在の２歳
から５歳までに拡大し、事業者自らの判断により、
一貫保育などを可能とする。

【児童福祉法等の特例】

・ 特区での地域保育士試験の実施事務を、
一般社団・一般財団法人以外の多様な
主体にも拡大。

【児童福祉法の特例】

外国専門人材の受入れなど、インバウンド・競争力向上

近未来技術の実証など、地方発のイノベーションの推進

・ 地域の特産品を原料とした
焼酎等を、少量からでも製造
可能とする。

【酒税法の特例】

※その他、構造改革特区の提案募集や計画の認定申請の期限を「平成34年３月31日」まで延長。

・ 最先端の実証実験等を迅速に行うため、安全性に十分配慮
しつつ、事前規制・手続を抜本的に見直す。そのための具体的
方策を、１年以内に検討・措置。

・ 事業者向けに、法令相談や手続代行等を行うセンターを設置。

・ 「技術・人文知識・国際業務」「技能」の在留資格の下で、地域
の固有の視点から事業審査等を行い、外国専門人材を受入れ。

・ 企業等からの相談や事例分析等を行う「外国人雇用相談
センター（仮称）」を設置。 【入管法の特例】

革新的医薬品の
開発迅速化

「焼酎特区」の創設
＜構造改革特区＞

農業外国人の就労解禁

小規模認可保育所の
対象年齢の拡大

地域限定保育士試験の
実施主体の拡大

クールジャパン・インバウンド
外国専門人材の就労促進

自動走行・ドローン等の先端実証のための
「日本版レギュラトリー・サンドボックス」

・ 企業へのテレワーク導入の
支援等を、国と自治体が
総合的に行うセンターを設置。

テレワーク推進に
向けた 相談拠点整備

・ 公共施設の運営事業者が、
それを利用させる第三者を
自ら決定できるよう、具体策を、
１年以内に検討・措置。

コンセッション事業者の
施設経営の自由度向上
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